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東京都受動喫煙防止条例成立
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都政レポート第3号

都民ファーストの会 東京都議団　 東京都議会議員(杉並区選出)

2018年7月発行

討議資料

かよ子
1975 年生まれ。杉並区浜田山在住。東京大学卒業後、ベンチャー、
大手IT 企業でビジネス（事業戦略、業務改革、マーケティング）
に従事。自身の経験を活かして、ワークライフバランス、適職発見、
働き方改革を支援する活動にも尽力。2017 年夏より都議会議員
（１期目）。公営企業委員会、各会計決算特別委員会所属。

荻窪駅南口から徒歩３分の事務所で毎月開催しています（他地域でも開催可能）。皆様からのご意見、ご相談
を直接お伺いする時間です。育児や介護、生活環境など身近なテーマで一緒に考えて、取組んでいきましょう。

女性と若者の力で
都政を良くする

東京都議会 平成30年第2回定例会

都民ファーストの会 東京都議団など賛成多数、都議会自民党のみ反対

子どもを
受動喫煙から守る

2020年オリンピック・パラリンピックに向けて、

世界基準の「スモークフリー」の東京へ
2020年オリンピック・パラリンピックに向けて、

世界基準の「スモークフリー」の東京へ

幼稚園・保育所・小学校
中学校・高等学校など
敷地内禁煙 （屋外喫煙場所設置不可）

多数の者が利用する施設等
老人福祉施設・運動施設・ホテル・事務所・
船舶・鉄道・従業員がいる飲食店

原則屋内禁煙 （喫煙専用室設置可）
※加熱式たばこ専用喫煙席設置可
※従業員がいない飲食店禁煙または喫煙

※加熱式たばこも規制
　対象。しかし健康影響が
　明らかになるまでの間、
　罰則等は適用しない。

○公衆喫煙所整備補助
○宿泊・飲食施設の喫煙室
　整備等補助

働く人を
受動喫煙から守る

平成30年4月1日施行。

2017年10月 都民ファーストの会
東京都議団らの議員提案により

「子どもを受動喫煙から
守る条例」成立 平成30年

4月1日施行。

喫煙場所の整備を
積極的に支援

罰則

施行時期

（5万円以下の過料）

○2019年夏頃～学校等敷地内
　禁煙標識の義務化
○2020年4月1日～全面施行

受動喫煙による
年間死亡数は
約1万5千人！
（H28年国立がん研究
センターがん対策情報
センター資料抜粋）

タウンミーティング
〈KAYOKO’s Cafe〉
お気軽にご参加ください

●申込みはお電話かメールにて　TEL： 03-6883-3373  Mail： info@a-kayo.com

●場所：杉並区荻窪4-20-18 201
第5回  9月22日（土）10：00～11：00



連絡先 あかねがくぼ事務所
〒167-0051 杉並区荻窪4-20-18 201

TEL：03-6883-3373　FAX：03-6740-6448
Mail：info@a-kayo.com
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LINEで登録！
友達追加

LINE版
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女性の目線で 生活にかかわる
都政のニュース、イベント情報などを
不定期でお届けします。
（LINE アプリを起動して、 ［その他］
タブの［友だち追加］でQR コードを
スキャンします。）

討議資料

答弁する小池百合子東京都知事 代表質問に立つ荒木ちはる総務会長

都民ファーストの会
東京都議団の提案を受けて、
子どもを虐待から守る条例づくりへ

「人」を大切にする都民ファーストの視点：児童虐待のない東京へ

東京都障害者への
理解促進及び差別解消の
推進に関する条例 成立

「人」を大切にする都民ファーストの視点：あらゆる差別のない東京へ

国の法律※1より厳しく「合理的配慮」※2を義務化
※1国の法律は「努力義務」
※2「合理的配慮」･･･一人ひとりの困りごとに合わせて配慮を提供すること

紛争解決に向け、障害者及び事業者へ助言等を
行う広域支援相談員や、紛争解決へのあっせんを
行う調整委員会を新たに設置

悪質な事業者に対しては、勧告、公表ができる仕組み

質問─都においても条例化を含め、児童虐待問題を幅
広い視点で子どもの福祉に関わるあらゆる機関が一丸
となって取り組むべき。
小池知事─今後、関係各局の連携を強化するため、全
庁横断的な虐待防止のためのプロジェクトチームを立
ち上げる。また、関係局等が一体となって、子どもと家
庭を支え、全ての子どもを虐待から守る環境づくりを進
めるため、都独自の条例を新たに策定していく考え。

質問─知事がすでに表明している人員拡大と併せて、
今後の取り組みについて。
小池知事─保護者が子どもの確認を拒否しているケー
スや、措置を継続しているケースなど、リスクが高
いケースについて、全て共有する方向で警
視庁と協議を開始。

質問─SNSを積極的に活用して、児童相談所への相談
ハードルを低くしていくべき。
福祉保健局長─若者のコミュニケーション手段として、
SNSが圧倒的な割合を占めるようになっていることか
ら、今後、子どもや保護者がよりアクセスしやすい相談
環境を整備するため、LINEなどのSNSを活用し
た相談体制を検討。

困っていること、改善したいことなど、
ご意見・ご要望をお寄せください!


